
えひめ中小企業等アクティブ・サポート事業 2021年4月~2022年3月実施予定 （公益財団法人えひめ産業振興財団）

【課題】
⑴事業加速化支援（補助金・伴走型支援）
創業・起業後の成⾧初期段階について、経営相談
等の支援が中心となり、経費的支援がないため事
業化に時間を要している状況。

⑵農商工連携支援
農林水産業は、厳しい経営環境にあるため、６次
産業化など生産性の向上や付加価値の増大に繋が
る取組みを進めていく必要がある。

⑶ものづくり産業支援
県内ものづくり産業の中小企業は、オープンイノ
ベーションの重要性や手法について理解度が低く
技術の高度化が進んでいない。

⑷IT系人材の育成支援
県内企業が求めるIT人材のスキルと、県内フリー
ランスのIT人材のスキルが一致しておらず、県内
企業は大都市のＩＴ企業に頼らざるを得ない。

【目的】
⑴事業加速化支援（補助金・伴走型支援）
地域経済の活性化及び地域社会の持続的発展を目
指し、創業・起業者が展開する地域課題解決型ビ
ジネスの早期事業化を促し、企業の成⾧スピード
を加速させる。

⑵農商工連携支援
農林漁業者と中小企業者等が、優れた経営資源を
持ち寄りながら、有機的に連携し、新たな商品、
サービスを開発する。

⑶ものづくり産業支援
技術の進歩や高度専門化が更に進展する中、オー
プンイノベーションの考え方を県内ものづくり中
小企業等へ浸透させる。

⑷IT系人材育成支援
IT系フリーランスのスキルアップによる、フリー
ランスの立場での所得の底上げ。

【都道府県の施策との連携・親和性】
愛媛県産業振興指針に基づく産業施策の展開として、

⑴事業加速化支援（補助金・伴走型支援）
地域密着型ビジネスのサポート及び創業・新事業展
開促進

⑵農商工連携支援
商工業者と生産者が共に潤う、農商工連携による食
品を中心としたビジネスの展開

⑶ものづくり産業支援
地域の産学官が有する研究ポテンシャルの融合によ
る産業技術力の向上

⑷IT系人材育成支援
IT人材の育成創出、ITベンチャーの育成等が挙げ
られ、今回実施する事業内容については、県の指針
に沿った事業展開となっている。

【成果目標】
⑴事業加速化支援（補助金・伴走型支援）
年5件程度の中小企業者に補助金交付を行い、コー
ディネーターによる伴走型支援を実施することによ
り、交付対象者の経営状況を向上させる。

⑵農商工連携支援
年5件程度の中小企業者と農林漁業者の連合体に補
助金交付を行い、県が設置するコーディネーターに
よる伴走型支援を実施することにより、連合体の新
商品開発を促進し、売上増に繋げる。

⑶ものづくり産業支援
年５件程度の産学官の研究部会に補助金交付を行い
研究部会の製品開発の成果を広く発表することによ
り、オープンイノベーションの普及促進に努める。

⑷IT系人材育成支援
県内IT系フリーランスのスキルアップ講座を継続的
に開 催するとともに、交流の場を創出し、フリー
ランス のスキルアップを増進させる。

【波及効果】
⑴事業加速化支援（補助金・伴走型支援）
地域資源の活用によるビジネスの拡大により県産品
の需要拡大による地域経済の活性化及び地域課題解
決に伴う地域社会の持続的発展が期待できる。

⑵農商工連携支援
一次産品の消費拡大による農林漁業者の所得向上、
若年新規就農者の確保及び中小企業の事業拡大に伴
う、地域経済の活性化に寄与する。

⑶ものづくり産業支援
オープンイノベーション普及による、モノづくり企
業の成⾧が促進されるとともに、異業種連携による
新たな産業の創出が期待できる。

⑷IT系人材育成支援
IT系フリーランスのスキルアップによる、フリーラ
ンスの立場での所得の底上げ並びに県内企業におけ
るIT系人材の雇用促進に寄与する。

【将来の支援目標】
⑴事業加速化支援（補助金・伴走型支援）
創業後、5年以内の地域資源活用し、地域課題を解
決するビジネスの事業化率70％を目標とし、事業
化後の新事業展開を財団等の助成事業等により更に
促進する。

⑵農商工連携支援
助成対象者の30％以上の者が、助成事業終了後３
年以内に事業化を達成するとともに、事業化後にお
いては、農林漁業者及び中小企業者の売上3割向上
を目指す。

⑶ものづくり産業支援
事業終了後、うち2件程度を国のサポイン事業とし
ての申請を目指す。

⑷IT系人材育成支援
講座受講者の県内企業における従業人数6人を目指
す。

別紙４

新事業展開等助成金交付事業

新事業展開等促進事業

【愛媛グローカルビジネス加速化支援事業費補助金】
助成対象：EGFアワードに応募した法人化後5年未満の中小企業者
対象事業：中小企業が取り組む地域資源を活用し、地域課題を解決するビジネスの早期事業化を促し、企業の成⾧

スピードの向上、地域経済の活性化及び地域社会の持続的な発展を目指すことを目的とし、事業化に係
る経費の一部を助成

助成金額：2,000千円（助成率 2/3）
予 算 額：11,151千円（全国協会：5,575千円 県：5,000千円 財団 576千円）
県事項名：愛媛グローカルビジネス加速化支援事業 5,000千円
事業実施期間：令和2年度~令和5年度

【農商工連携新商品開発等支援事業】
助成対象：農林着業者と連携し、事業を展開する中小企業者等
対象事業：中小企業等と農林漁業者が連携し、商品開発、改良を行う取り組みに対して助成
助成金額：1,000千円（助成率 1/2）
予 算 額：5,312千円（全国協会：2,656万円 県：2,656千円）
県事項名：農商工連携新商品開発助成事業 2,656千円
事業実施期間：令和2年度～令和4年度

【ものづくり産業支援事業】
支援内容：ものづくり産業を支援するため、産学官の研究部会を設置し、新商品開発等を推進するととも

に、オープンイノベーションの普及に努める。
支援件数：令和2年度：3件（新規） 令和3年度以降：5件（継続含む）
支援金額：1研究部会あたり2年間で2,000千円
予 算 額：令和2年度：4,060千円（全国協会:2,030千円財団:2,030千円）

令和3年度～7,011千円（全国協会:3,506千円財団:3,505千円）
事業実施期間：令和2年度~令和5年度

【フリーランス等エンジニア成⾧支援事業】
支援内容：フリーランスをはじめとするIT系エンジニアの県内活動を支援するため、エンジニアの成⾧促進を目

的とした実践的で交流を促す講座を開催する。
支援回数：令和2年度：4件（新規） 令和3年度以降：4件（継続含む）
予 算 額：959千円（全国協会：479千円 県：352千円 財団：127千円）
事業実施期間：令和2年度~令和5年度

令和元年度事業（B事業）に基づく支援（参考）

【愛媛グローカルビジネス加速化サポート事業】
支援内容：中小企業が取り組む地域資源を活用し、地域課題を解決するビジネスの早期事業化に向け、コーディ

ネーターによる伴走型支援を実施する。
支援件数：3回程度／月 年30回程度
予 算 額：1,001千円（全国協会:500千円 県:501千円）
県事項名：創業・経営基盤強化総合支援事業費 501千円
事業実施期間：令和2年度~令和5年度
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